
 
改訂版「AIロボティクス戦略」詳細分析：2040年1000

万台・18分野・フィジカルAI国家戦略 

エグゼクティブ・サマリー 

2026年6月30日、赤澤亮正経済産業大臣は閣議後記者会見において、同日付で改訂された「AIロボテ

ィクス戦略」を公表した。本改訂版では、2040年を目標年次として国内にAIロボット約1,000万台を

導入する数値目標を初めて明示し、対象分野を従来の16分野から「飲食・食品製造」と「医療」を追

加して18分野へ拡大した。さらに、2030年までの先行目標として、すでに導入が進む製造業・建設土

木・建築・小売・警備の5分野で35万台という中間ターゲットも設定されている。この戦略は、日本

の「フィジカルAI」先行実装を通じて2040年に多用途ロボット世界市場の3割超・20兆円規模の獲得

を目指す国家的野心を体現するものである。[1][2][3][4][5][6] 

 

1. 背景：なぜ今「AIロボティクス戦略」改訂か 

1.1 戦略策定の経緯 

「AIロボティクス戦略」の初版は2026年3月26日、内閣官房「AIロボティクスに関する関係府省連絡

会議」において決定・公表された。正式タイトルは「AIロボティクス戦略 ～社会実装を加速し、巨

大市場を切り拓く～」であり、少子高齢化による深刻な人手不足への対応と、世界的なフィジカルAI

への技術シフトを主要な背景として掲げた。初版策定からわずか3か月余りで改訂版を公表したの

は、AI技術の想定を超える急速な進展と、具体的な導入台数目標の必要性が高まったためとみられ

る。[^5] 

1.2 フィジカルAIという競争軸の台頭 

戦略の根底にある認識は、生成AIが「言語・画像の生成」から「物理空間での自律行動」へと主戦場

を移しつつあるという技術トレンドである。経済産業省は2026年3月の「半導体・デジタル産業戦

略」改定骨子案においても、ロボットや機械を自律制御する「フィジカルAI」を戦略領域の最重点分



野として位置づけており、AIロボティクス戦略はその具体的実装計画に相当する。米国・中国では自

動車や半導体などの異業種プレイヤーが巨大な資本を投じてAIロボティクスに参入しており、日本が

出遅れた大規模言語モデル（LLM）での経験を教訓として、ロボット基盤モデル領域での先行を急い

でいる背景がある。[3][7][^8] 

 

2. 改訂版の主要内容 

2.1 導入台数目標：2040年1,000万台 

今回の改訂における最大のポイントは、2040年を目標年次として約1,000万台という具体的な数値目

標を初めて打ち出した点である。日本の産業用ロボットの現状導入台数（数十万台レベル）と比較す

ると、桁違いの野心的目標であり、政府として実現にコミットするシグナルと位置づけられる。さら

に、製造業・建設土木・建築・小売・警備の5分野については2030年までに35万台という中間目標も

別枠で設定されており、段階的かつ分野別の管理が図られる。[4][6][^1] 

2.2 対象18分野の拡大 

改訂前の16分野に、「飲食・食品製造」と「医療」が新たに追加され、合計18分野となった。3月版

の16分野は以下の通りであった：[2][6][^3] 

カテゴリ 対象分野 

製造系 製造業（多品種少量生産）、造船 

物流・建設系 物流（倉庫・輸配送）、建設・土木、建築 

インフラ・保守系 インフラ保守、廃棄物処理業 

サービス系 小売、宿泊業、介護、警備業 

農林業 農業、林業 

公共・安全保障系 災害対応、警察活動、防衛 

 

今回の改訂で追加された飲食・食品製造と医療は、いずれも深刻な人手不足が進行し、かつ現場デー

タの蓄積が豊富な領域である。赤澤大臣が「高齢者のヘルスケア、災害対応、製造現場、福島第一原



発の廃炉現場などで蓄積されたデータが我が国の勝ち筋」と明言した通り、医療・介護分野のデータ

はフィジカルAIの学習基盤として戦略上の価値が高い。[^1] 

2.3 短期優先タスクのロードマップ 

分野選定と並行して、社会実装ロードマップでは短期的に優先すべき共通タスク8種を定めている：

[^3] 

• 点検（屋外・半屋外）、点検（屋内） 

• 搬送（屋外・半屋外）、搬送（屋内） 

• 清掃 

• 入出荷/パレタイズ 

• ハンドリング 

• 溶接・塗装 

これらは「見廻る」「モノを動かす」といった比較的単純な認知・判断・計画で実行可能な作業であ

り、多くの市場で共通するため横展開効果が高い。中長期（2030年頃以降）の目標としては、複雑な

認知・判断と器用さを要する**「指作業」**の実装が位置づけられている。[9][3] 

 

3. 戦略の「勝ち筋」：フィジカルAIとデータ循環 

3.1 フィジカルAIとは何か 

「フィジカルAI」とは、画像・音声・動画・各種センサ等の多様なデータを統合して現実世界を理解

し（マルチモーダル化）、その理解に基づいて行動を生成し、物理的なタスクを遂行するAIシステム

を指す。単なる自動化や遠隔操作を超え、環境の変化に自律的に適応して動作する点が従来の産業用

ロボットとの本質的な差異である。[7][9][^3] 

戦略は、日本が世界有数の産業用ロボットと部品・素材・装置のサプライチェーン、高品質な現場デ

ータという強固な基盤を持つと分析し、これをフィジカルAI実装の競争優位の源泉と位置づける。[^

3] 



3.2 データ循環モデル：従来戦略からの転換 

改訂版戦略の最も重要な構造的変化は、アプローチの転換にある。従来の「技術開発・実証を先行さ

せ、その後に導入を促す」モデルから脱却し、「供給側（開発・量産）」と「需要側（現場導入）」

への支援を一体的に実施する方針を採る。[5][3] 

具体的には以下のサイクルを高速・大規模に回す：[5][3] 

1. 現場への先行導入 → 現場データ・ノウハウのAI-Ready化と蓄積 

2. データによるAIモデル評価・改善 → ロボット基盤モデルの性能向上 

3. 他分野・他地域への横展開 → 需要と供給の同時拡大 

4. 量産移行・コスト低減 → さらなる導入促進 

赤澤大臣は「ビッグデータ×AI」時代において現場データの活用が勝ち筋であると強調し、「世界に

先駆けて我が国の強みを生かせるフィジカルAIやロボットのデータ基盤を構築し成長させる」と明言

した。[^1] 

 

4. 主要施策の4本柱 

4.1 設計開発・生産基盤の強化（供給側①） 

特定作業用の専用機ではなく、多様なタスクに柔軟対応できる**「多用途ロボット」**（Software D

efined Robot: SDR）メーカーの育成が主軸となる。あわせて、モーター・減速機・センサーなどの

重要部品、エッジ向け半導体の国内設計・製造能力を強化し、AIロボティクス対応の新たなサプライ

チェーンへの段階的移行を促進する。スタートアップを中心とするロボットメーカー育成と、成長ス

テージに応じた資金調達環境の整備も含まれる。[3][5] 

4.2 ロボット基盤モデルとデータ循環の構築（供給側②） 

AIロボット協会（AIRoA）が開発する国産ロボット基盤モデルのβ版を2027年6月を目途にオープンソ

ースで公開する計画が明示されている。AIRoAは2024年12月に設立され、トヨタ自動車・NEC・富士

通・三菱電機など日本の主要製造業企業が参加し、汎用ロボットを用いたデータ収集と基盤モデル開



発・公開を進めている。同組織にはNEDOから205億円規模の事業予算が充当されている。[10][11][12][1

3] 

戦略ではGENIACプログラム（計算資源の利用やデータ収集用ロボット開発・購入への補助）も活用

し、現場環境でのデータ収集とAIモデル改善を推進する。[^3] 

4.3 需要創出と導入環境整備（需要側） 

AIロボットの社会実装・運用を担うSIer（システムインテグレーター）の育成・機能強化が重点施策

の一つとなっている。大口需要家による継続調達コミットメント確保に向けたリスク軽減策や、建

設・土木・防衛等の官需をアンカーテナンシーとして活用することで持続的な需要を確保する方針も

示された。[5][3] 

制度面では、プライバシー・セーフティ・セキュリティを踏まえた安全性認証制度の整備が検討され

ており、各分野の法制度との整合性確保も課題として認識されている。[10][3] 

4.4 中核拠点（CoE）の整備（横断的） 

産学官が連携し、実機テスト環境（物理空間）と大規模データ処理（サイバー空間）を一体運用する

**「Center of Excellence (CoE)」**を国内に構築する計画が盛り込まれている。このCoEは研究開

発・社会実装・人材育成の世界的なハブ拠点として機能させる構想であり、海外の主要企業・研究機

関とも連携してトップクラスの人材・情報・プロジェクトを集積させることが目標とされている。[1

4][3] 

 

5. Noetra×産総研：国産マルチモーダル基盤モデルの始動 

5.1 プロジェクトの概要 

改訂版戦略の公表と同日（2026年6月30日）、経済産業省はNEDOを通じた「AIロボット・フィジカルA

Iを見据えたマルチモーダル基盤モデル開発事業」の採択結果を発表した。採択されたのはNoetra株

式会社（旧：日本AI基盤モデル開発、東京都渋谷区、代表取締役社長：丹波廣寅）と産業技術総合研

究所（産総研）のコンソーシアムであり、2026年7月1日に事業を開始した。事業期間は2026年度から

2030年度の5年間。[15][16][^17] 



5.2 Noetraの企業連合と株主構成 

日本経済新聞は2026年6月30日、ソフトバンクと製造業大手など計44社がNoetraへ出資すると報じ

た。内訳は製造業から日立製作所・東芝など28社、非製造業から楽天グループなど16社が参加すると

される。Noetraは6月1日付で商号変更しており、ソフトバンク・NEC・ホンダ・ソニーグループが中

核となる構想が4月時点から伝えられていた。[^18] 

5.3 開発モデルの技術ロードマップ 

開発は段階的に進められる予定であり：[^19] 

1. 第1フェーズ：高度な日本語理解・論理推論・指示遂行等の基盤的能力を備えた言語系基盤モデ

ル 

2. 第2フェーズ：画像・動画・音声を理解するマルチモーダル基盤モデル 

3. 第3フェーズ：物理空間も認識できる「世界基盤モデル（World Model）」 

最終目標は、空間認識・物理特性も扱い、実世界の認識・再現・予測を可能とする**「実世界ネイテ

ィブAI」**への貢献とされており、これがフィジカルAI戦略の技術的基盤となる。産総研は国内外

（カナダ・フランス・英国等）の研究機関と連携し、理論・要素技術・アーキテクチャに関する先導

研究を担う。[17][19][^1] 

 

6. マクロ政策文脈：骨太の方針・日本成長戦略との連動 

改訂版AIロボティクス戦略の内容は、2026年夏に策定される「骨太の方針2026」に反映される方針が

示されている。また、同月発表された日本の14年間成長戦略では、フィジカルAI・半導体・量子技

術・核融合など17分野への投資のために**官民合計370兆円（約2.3兆米ドル）**を調達することが目

標として掲げられた。2040年の国産半導体売上高40兆円目標も同戦略に盛り込まれる見通しであり、

AIロボティクス戦略はこれらの上位戦略体系と一体的に推進される。[6][20][^7] 

経団連も2026年初頭に「わが国ロボット（AI＋）戦略のあり方に関する提言」を公表しており、産業

界が政策形成に積極的に関与していることがうかがえる。[^21] 

 



7. 課題と論点 

7.1 技術・制度面の課題 

戦略文書自体が認識する主要な課題は以下の通りである：[^3] 

課題カテゴリ 具体的課題 

市場・コスト 初期導入・運用・保守コストの低減、費用対効果の向上 

技術 自己位置推定の高精度化、複雑環境での移動、多様な荷姿への対応 

制度 安全性論証・認証、責任分界点の明確化、各分野法制度との整合 

セキュリティ プライバシー保護、データセキュリティ、サイバー攻撃対策 

人材 AIとロボティクス双方に跨る人材の育成・確保 

 

7.2 目標達成の現実性 

1,000万台という目標は、現状の産業用ロボット導入台数（年間数万台規模）から見ると、2040年ま

での14年間で劇的な普及加速を要求する。一方、小規模飲食店や中小医療機関へのロボット導入につ

いては、「実際に導入が進むのはまず大手チェーンや一定規模の事業者から」との冷静な指摘もあ

る。政府のコミットメントは明確だが、中小事業者を含む全体底上げには、補助制度設計・安全認証

の簡素化・SIer人材の大幅増強が不可欠となる。[4][6] 

7.3 国際競争の観点 

米国では Tesla（Optimus）、Figure AI、Boston Dynamics 等が巨額投資を受けてヒューマノイドロ

ボット開発を加速し、中国でもUnitree Roboticsをはじめとする企業が低コストかつ高性能なロボッ

ト量産に向けた動きを見せている。AIRoAが「ロボットのLinux」と目指すオープンソース基盤モデル

戦略は、こうした競合に対して「データ＋エコシステム」で差別化を図るアプローチと位置づけられ

る。フィジカルAI基盤の国産化（Noetra/産総研）は技術主権の確保という観点からも重要な意義を

持つ。[8][12] 

 

結論 



改訂版「AIロボティクス戦略」は、2040年までに1,000万台・18分野という具体的数値目標を初めて

打ち出した、日本のロボット産業政策における歴史的転換点を示す文書である。「技術完成後に普

及」から「供給と需要の同時並行支援」への戦略転換、フィジカルAIを核とした現場データ循環モデ

ルの構築、そして国産マルチモーダル基盤モデル（Noetra×産総研）の本格始動という三つの柱が、

今後14年間の日本のAIロボティクス産業を方向付ける。IP・特許戦略の観点からは、ロボット基盤モ

デルのオープンソース化方針、マルチモーダルAI・センサー統合・世界モデル（World Model）関連

の技術特許動向、および安全性認証制度の設計に伴う標準必須特許（SEP）の動向が、今後の重要な

注視領域となる。[11][15][18][4][1][5][^3] 
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示に留まらず、具体的な施策、時間軸、社会実装計画まで詳細に示しています 。 この記事

で... 

10. AIロボットで20兆円の市場獲得へ…経産省、製造など18分野に導入目標（ニュースイッチ） - 

Yahoo!ニュース - 経済産業省は2040年におけるAI（人工知能）ロボットの国内での導入数の目

標を設定し、近く公表する。政府が掲げる「AIロボティクス戦略」でとりまとめた製造業や物

流などの18分野ごとにAIロボの目標導 

11. AIロボティクス戦略 概要 - 16分野を特定し、短期・中長期の時間軸で、市場・技術・制度の

課題や、必要な対応策を整理した「AIロボティクス実装ロードマップ」を策定・改訂する。 ・ 

ロボット基盤 ... 

12. トヨタら日本勢が狙うAIロボの'Linux'、大規模基盤モデル構築へ - 「データ駆動でロボット

を動かすという新しい取り組みが海外で活発化している。一方、日本ではその取り組みは進ん

でいないものの、強みを持つ産業ロボットと融合すれば非常に大きなインパクトをもたらす可

能性がある... 

13. 一般社団法人AIロボット協会（AIRoA）、NEDOの採択を受け - 一般社団法人AIロボット協会（A

IRoA）、NEDOの採択を受け、ロボティクス分野の生成AI基盤モデルの開発に有効なデータプラ

ットフォームの研究開発に着手. 

14. 公募説明会 - 4．産学官による研究開発・社会実装・人材育成の中核拠点の整備： 世界的なAI

ロボティクスの中核拠点（Center of Excellence（CoE））. ➀. 供. 給. 側. 

https://news.yahoo.co.jp/articles/6ed39b26ca436cd9b71083f885e4bd8a14d2cbfb
https://news.yahoo.co.jp/articles/6ed39b26ca436cd9b71083f885e4bd8a14d2cbfb
https://news.yahoo.co.jp/articles/f15de8de94c40e35aca51dcb99ab4393bdf90eef
https://news.yahoo.co.jp/articles/f15de8de94c40e35aca51dcb99ab4393bdf90eef
https://note.com/zhenren63/n/nd664499068e4
https://news.yahoo.co.jp/articles/f95c83a66e9d34cc45061c5f0bebee1317fad9ee
https://news.yahoo.co.jp/articles/f95c83a66e9d34cc45061c5f0bebee1317fad9ee
https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ai-semi_wg/2kai/siryo4_1.pdf
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/03118/00011/
https://www.airoa.org/ja/updates/20250926/198/
https://www.nedo.go.jp/content/800056040.pdf


15. 「AIロボット・フィジカルAIを見据えたマルチモーダル基盤モデル ... - 幅広い分野でのフィ

ジカルAIのベースとなる国産のマルチモーダル基盤モデルを世界に先駆けて構築することで、

世界で競争が激化するフィジカルAIについて、 ... 

16. ソフトバンク/ソニー/NEC/ホンダら出資の「Noetra」が始動 産 ... - Noetraは、AIロボット

やフィジカルAIの開発基盤となる国産マルチモーダル基盤モデルの研究開発を目的に、2026年7

月1日に事業を開始した。 

17. NEDOのAI開発事業に採択 - マルチモーダル基盤モデルおよびフィジカルAI基盤技術に関する研

究開発が、NEDOのAI開発事業に採択. Noetra ... ロボット・フィジカルAIを見据えた ... 

18. Noetra、44社連合で国産AI基盤開発へ ロボット制御につなぐモデルを開発 - NOVAIST - ソフ

トバンク連合がNoetraへ出資し、国産AI基盤の共同開発を推進。経産省はNEDO連携の「AIロボ

ット・フィジカルAI」事業で、画像やセンサーも扱うマルチモーダル基盤モデルの開発先にNoe

traと... 

19. AIロボット・フィジカルAIを見据えたマルチモーダル基盤モデル ... - 本提案は、AIロボッ

ト・フィジカルAIの開発基盤となる国産マルチモーダル基盤モデルを開発し、我が国の生. 成A

I開発力の強化、製造業をはじめとする産業競争力の ... 

20. 日本は1000万台のAIロボットを目指す - 日本は、国内のAIモデルを開発し、10年前までに1000

万台のAI統合ロボットを10以上の分野で稼働させる計画を立てています... 

21. わが国ロボット（AI＋）戦略の あり方に関する提言 - 経団連 

https://www.meti.go.jp/press/2026/06/20260630005/20260630005.html
https://robotstart.info/article/2026/07/01/382103.html
https://www.aist.go.jp/aist_j/news/pr20260630.html
https://novaist.jp/articles/softbank-backs-physical-ai/
https://www.nedo.go.jp/content/800057655.pdf
https://ja.laodong.vn/the-gioi/nhat-ban-huong-toi-10-trieu-robot-ai-lam-viec-1728383.ldo
https://www.keidanren.or.jp/policy/2026/011_honbun.pdf

